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令和７年度茅ヶ崎市指定地域密着型サービス事業者募集要項 

 

１ 趣旨 

第９期茅ヶ崎市高齢者福祉計画・介護保険事業計画（令和６年度～令和８年度）に基

づき、サービスの質及び公平性を確保する観点から、指定地域密着型サービス事業所の

設置及び運営を行う事業者（以下「運営事業者」という。）の公募を実施します。 

なお、本公募については、随時募集とします。応募書類を提出し、令和７年度茅ヶ崎

市指定地域密着型サービス事業者応募書類受理票（以下「受理票」という。）を交付

された者（以下「応募者」という。）から、随時、選定を行います。 

 

２ 募集するサービスの種類、サービス基盤圏域及び事業所数 

サービス種類 定員 募集する圏域 募集事業所数 

小規模多機能型居宅介護 

(※１) 

２９人まで

(※２) 

市内全域 

（市街化区域内に限る） 
１ 

※１ サテライト型小規模多機能型居宅介護（以下「サテライト事業所」という。）

も含みます。 

※２ 定員は、登録定員の上限を示しています。サテライト事業所の場合、１８人ま

でとします。 

 

３ 事業計画の要件 

 (1) 第９期茅ヶ崎市高齢者福祉計画・介護保険事業計画に基づく指定地域密着型サービ

ス事業所の設置及び運営を行う計画であること。 

(2) 事業計画地は、都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第７条第２項に定める市

街化区域内であり、本公募に係る事業所の整備が見込める土地であること。 

(3) サテライト事業所については、本体事業所が茅ヶ崎市内に所在していること。 

(4) 事前に本市に対して、本募集要項に定める事前届出を行い、令和７年度茅ヶ崎市指

定地域密着型サービス事業者の公募に係る事前届出確認書（以下「確認書」とい

う。）を交付されている計画であること。 

 

４ 応募者等の資格要件 

 (1) 介護保険法（平成９年法律第１２３号）第７８条の２第４項（第１１号を除く。）

及び第１１５条の１２第２項（第１１号を除く。）に定める欠格事項に該当していな

いこと。 

 (2) 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項各号のいずれ

にも該当していないこと。 

(3) 茅ヶ崎市指名停止等措置基準（平成１２年２月１日施行）に基づく指名停止期間中

の者でないこと。 
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(4) 建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２８条の規定による指示又は、営業停止

を受けていないこと。 

(5) 破産法（平成１６年法律第７５号）第３０条に基づく破産手続き開始の決定がなさ

れていないこと。 

(6) 民事執行法（昭和５４年法律第４号）に基づく仮差押等金銭債権に対する強制執行

若しくは国税、地方税その他の公課について滞納処分による強制執行の措置を受け、

支払いが不能となっていないこと、又は、第三者の債権保全の請求が常態となってい

ないこと。 

(7) 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第４１条の規定に基づく更生手続開始の

決定又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第３３条の規定に基づく再生手続

開始の決定の事実がないこと。 

(8) 会社法（平成１７年法律第８６号）第５１４条に基づく特別清算開始命令がなされ

ていないこと。 

(9) 国税、神奈川県税及び茅ヶ崎市税の滞納をしていないこと。 

(10) 茅ヶ崎市暴力団排除条例（平成２３年茅ヶ崎市条例第５号）第２条第２号から第

５号までに規定する団体又はその構成員等の統制下にある団体でないこと。 

(11) 法務省による「企業が反社会的勢力による被害を防止するための指針」に規定す

る反社会的勢力でないこと。 

(12) 無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律（平成１１年法律第１４７

号）第５条及び第８条に規定する処分を受けている団体又はその構成員の統制下にあ

る団体でないこと。 

 

５ 担当・問合せ先 

茅ヶ崎市福祉部介護保険課 給付担当 

〒２５３－８６８６ 

茅ヶ崎市茅ヶ崎一丁目１番１号 

電話番号 ０４６７－８１－７１６４（直通） 

ファックス番号 ０４６７－８２－１４３５ 

メールアドレス kaigo@city.chigasaki.kanagawa.jp 

 

６ 応募方法 

  (1) 事前届出 

応募しようとする事業者（以下「届出者」という。）は、(2)に定める事前届出書

類について、正本１部、副本５部（コピー可）を「５ 担当・問合せ先」へ提出し

てください。本市で確認した後、事前届出の確認書を交付します。 

 

 (2) 応募等に関する提出書類一覧 

事前届出の確認書を交付された届出者は、応募書類について、正本１部と副本８

部（コピー可）を提出してください。なお、応募書類の提出については、選定を円

mailto:kaigo@city.chigasaki.kanagawa.jp
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滑に進めるため、事前届出の確認書を交付された日から３０日以内に提出するよう

お願いします。 

番号 項目 留意事項 様式 
事前届出

書類 
応募書類 

１ 令和７年度茅ヶ崎

市指定地域密着型

サービス事業者の

公募に係る事前届

出 

所定の様式 様式１ 〇 ― 

２ 令和７年度茅ヶ崎

市指定地域密着型

サービス事業者の

公募に係る応募書 

所定の様式 

様式２ ― 〇 

３ 令和７年度茅ヶ崎

市指定地域密着型

サービス事業者の

公募に係る事業計

画書 

所定の様式 

本募集要項に基づく事前届出及

び応募にあたっては、都市計画

法・建築基準法・消防法等、関

係する法令等について、関係機

関と必ず事前の相談を行い、そ

の際の相談内容、指摘事項等を

「３ 関係法令にかかる適合見

込みについて」に具体的に記載

することとします。なお、関係

機関への事前の相談にあたって

は、本公募に係る相談であるこ

とを伝えたうえでご相談くださ

い。 

※「５ 設置する事業所の定員

等について」において、浴室に

特殊浴槽、入浴用リフト等を

導入する場合は、導入する設

備の詳細な資料を添付してく

ださい。 

※「１０ 緊急時等の対応につ

いて」において、衛生管理マニ

ュアルを作成している場合、そ

のマニュアルを添付してくださ

い。 

様式３ 

〇 

様式３－

１ 

〇 

様式３－

２ 



4 

４ 法人の登記事項証

明書（履歴事項全

部証明書） 

３か月以内のもの。 ― ― 〇 

５ 法人代表者の経歴

書 
所定の様式 様式４ ― 〇 

６ 介護保険事業等運

営実績一覧表 
所定の様式 様式５ ― 〇 

７ 指導監査実施状況 様式５で掲げた事業所のうち、

介護サービス事業所について

は、介護保険法に基づき、市区

町村、都道府県、国が過去６年

の間に実施した指導又は監査の

結果及び改善報告書の写し。 

※指導又は監査が実施されてい

ない場合は省略可。また、改善

報告書については、文書による

指導がない場合、省略可。 

― ― 〇 

８ 位置図・案内図 位置図：縮尺１０，０００の 1程

度 

案内図：縮尺５００分の 1程度 

サテライト事業所については、

本体事業所の位置がわかるよう

に記載してください。 

― 〇 〇 

９ 各階計画平面図・

配置図 

各室の面積（内法面積）がわか

るもの。 

※スプリンクラーの設置がある

場合は、スプリンクラーの配置

図等を添付してください。 

※多目的トイレを設置する場

合、構造や設備等について、

「高齢者、障害者等の円滑な移

動等に配慮した建築設計標準

（国土交通省）」を参考とし、

設備等の形状、内法寸法等をわ

かりやすく計画平面図に図示し

てください。 

※職員の休憩用（仮眠等が可能

なスペース）に供する専用の部

― 〇 〇 
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屋及び職員用のロッカールーム

又は更衣室が設置されている場

合は、図示してください。 

※車椅子利用者の車両からの乗

降スペースがある場合は、駐車

場・通路の構造等について、

「道路の移動円滑化整備ガイド

ライン（国土交通省）」を参考

とし、形状や寸法等をわかりや

すく計画平面図に図示してくだ

さい。 

１０ 土地・建物の登記

事項証明書（全部

事項証明書）及び

公図 

３か月以内のもの。 

※公図は対象の土地を赤線など

により囲い、区域をわかるよう

に記載してください。 

― ― 〇 

１１ 土地・建物確保の

ための合意書等 

事業運営するにあたって、必要

な権原を証する書面を添付して

ください。（土地及び建物が自

己所有である場合、登記事項証

明書の提出があれば省略可） 

― ― 〇 

１２ 協力（予定）医療

機関との合意書等 

医療連携が確実であることを証

明できる書類。 
― ― 〇 

１３ 納税証明書 国税の納税証明書（その３の３

「法人税と消費税及び地方消費

税」）、法人県民税の納税証明書

（神奈川県分）及び市町村税の

納税証明書（法人市民税及び固

定資産税）（茅ヶ崎市分）又は

納税義務がない旨の申立書。 

様式６ ― 〇 

１４ 決算書 過去２年間の貸借対照表及び損

益計算書（設立２年未満の法人

は経過年分を提出） 

― ― 〇 

１５ 誓約書 所定の様式 様式７ ― 〇 

１６ 法人の事業概要を

記した資料等 

会社案内、パンフレット等 
 ― 〇 

１７ 事業スケジュール 任意様式 ― 〇 〇 
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１８ 本体事業所の登録

者数の実績 

サテライト事業所であって、本

体事業所としての運営実績が１

年未満の場合のみ提出してくだ

さい。 

本体事業所の直近の登録者数が

登録定員の１００分の７０を超

えた月の実績を提出してくださ

い。登録定員に対する登録者数

の割合がわかるよう記載してく

ださい。 

様式１１ ― 〇 

 

※応募書類の内容については、原則として、事前届出の確認書を交付された計画の内容

から変更は認められません。 

※書類の提出にあたっては、書類の番号ごとに仕切紙をつけ、書類の番号を記入したイ

ンデックスを貼付してください。また、書類は原則としてＡ４縦の両面印刷、平面図

等はＡ３サイズを基本として、Ａ４サイズに折りたたんでください。 

※様式は市ホームページからダウンロードできます。 

様式の掲載場所 

茅ヶ崎市 ホームページ  

令和７年度茅ヶ崎市指定地域密着型サービス事業者の公募について 

ページ番号 Ｃ105815（サイト内検索で入力する当該ページにアクセスできます。） 

 

(3) 事前届出書類又は応募書類の提出 

① 期間 事前届出書類：令和７年４月１６日(水)から令和７年１２月２６日(金)ま

で 

応募書類：令和８年３月３１日(火)まで 

※土曜日、日曜日、祝日、令和７年１２月２７日(土)から令和８年１月４

日(日)を除く 

② 時間 午前８時３０分から午後５時００分まで(正午から午後１時００分を除く) 

③ 提出先 「５ 担当・問合せ先」へ提出してください。 

④ 提出方法 事前届出書類又は応募書類を提出する際は、事前に電話で日時の予約

をしたうえで、届出者が直接持参してください。 

※提出書類は、いかなる理由があっても返却しません。 

※事前届出書類又は応募書類を提出し、確認書等を交付された後は、原則として書類

の差し替え及び追加は認めません。ただし、市が必要と認める場合には、追加資料

の提出を求めることがあります。 

※届出者に対し応募書類の受理票を交付した場合、事前届出の受付を一時中断しま

す。その場合は、市ホームページにて周知します。 
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※本公募は、運営事業者が選定され次第、終了します。その場合は、市ホームページ

にて周知します。 

 

７ 質問書の受付及び回答 

本募集要項等に関する質問は、次のとおり受け付けます。 

(1) 質問できる者 応募の見込みを有する者 

(2) 質問受付期間 令和７年４月１６日(水)から令和８年３月３１日(火)まで 

(3) 質問方法 茅ヶ崎市指定地域密着型サービス事業者の公募に係る質問書（様式８）

を事前連絡のうえ、ファクス又は電子メールにて送付してください。 

※電子メールで送付する際は、タイトルを「（法人名）茅ヶ崎市指定地

域密着型サービス事業者の公募に係る質問書」としてください。 

(4) 送付先 「５ 担当・問合せ先」へ送付してください。 

(5) 回答 質問に対する回答は、市ホームページ「茅ヶ崎市指定地域密着型サービス事

業者の公募について」に随時掲載します。なお、質問の内容が著しく審査に

支障をきたす場合や関係法令等により確認できる事項については回答しない

場合があります。 

(6) 回答内容  募集要項等の内容と質問書への回答に相違のある場合には、質問書へ

の回答を優先します。また、募集要項等に記載がない事項について

は、募集要項等に関する質問書への回答によるものとします。 

 

８ 応募の取下 

応募を取下げる場合には、取下書（様式９）を「５ 担当・問合せ先」に提出してく

ださい。 

 

９ 選定方法 

(1) 原則、応募書類の受理票を交付した応募者から順次、選定を行います。ただし、届

出者に対し応募書類の受理票を交付するまでの間に、他の届出者から事前届出があ

り、その者に対して事前届出の確認書を交付した場合は、複数の応募者による選定と

なる場合がありますので、あらかじめご承知おきください。 

(2) 一次審査（書類審査） 

茅ヶ崎市特定施設入居者生活介護等事業者選定委員会（以下「選定委員会」とい

う。）が、応募者から提出された書類の内容を、「令和７年度茅ヶ崎市指定地域密着型

サービス事業者選定基準」に照らし審査します。 

なお、一次審査の得点の合計が満点に対し、６割未満の応募者については、二次審

査に進むことができません。 

(3) 二次審査（プレゼンテーション及びヒアリング審査） 

応募者によるプレゼンテーションを実施したうえで、選定委員会による応募者のヒ

アリング審査を行います。プレゼンテーションは１５分程度を予定しており、追加書

類の提出及びプロジェクター等の使用は不可とします。二次審査の詳細は、別途連絡
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します。 

なお、二次審査の得点の合計が満点に対し６割以上である応募者がいない場合は、

「選定事業者なし」となります。 

(4) 事業の実施を予定する運営事業者の決定 

１者での審査の場合、二次審査の得点の合計が満点に対し６割以上であれば当該応

募者を運営事業者として選定します。 

複数の応募者から選定する場合は、上記（2）、（3）の得点の合計により順位を決定

し、第１位である応募者を運営事業者として選定します。 

なお、同点となった場合は、二次審査の得点の合計を比較し、得点が高い応募者を

運営事業者として選定します。 

※審査の結果、「選定事業者なし」とする場合もあります。 

(5) 選定辞退 

辞退する場合は、速やかに選定辞退届出書（様式１０）を「５ 担当・問合せ先」

に提出してください。 

 

１０ 選定結果の通知等 

選定結果は、全ての応募者に文書により通知します。また、運営事業者として選定

された応募者については、市ホームページで公表します。 

 

１１ 選定後の手続き 

運営事業者として選定された応募者は、「５ 担当・問合せ先」に茅ヶ崎市指定地

域密着型サービス事業者等指定事前協議書（以下「事前協議書」という。）を提出し

てください。茅ヶ崎市は、提出された事前協議書をもとに、茅ヶ崎市高齢者福祉計

画・介護保険事業計画推進委員会に事前協議に係る意見聴取を行います。同委員会か

ら聴取された事前協議に係る意見については、事前協議書受理通知書にてお知らせし

ますので、その内容を反映させるために必要な措置を講ずるよう努めてください。 

また、事業開始の準備が整った時点で、茅ヶ崎市指定地域密着型サービス事業者等

指定申請書（以下「指定申請書」という。）を「５ 担当・問合せ先」に提出してく

ださい。提出された指定申請書の審査及び現地調査の結果を踏まえ、指定を行いま

す。 

なお、申請書の審査及び現地調査の結果、茅ヶ崎市指定地域密着型サービス事業者

等の指定に関する基準を定める条例等に定められた指定基準等を満たさないと判断し

た場合には、指定をしないことがあります。 

  ※事前協議書及び指定申請書等については、市ホームページからダウンロードできま

す。掲載場所につきましては、「６(2) 応募等に関する提出書類一覧」における応

募書類の掲載場所と同様です。 

 

１２ 応募の無効 

   提出された書類に重大な不備や虚偽が認められる場合、応募に関し不適切な行為が
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あったと認められる場合又はその他本事業の遂行に関し重大な疑義が認められる状況

の場合は、応募を無効とします。審査前であるときは審査対象外とし、審査後であっ

た場合には選定結果の取消とします。 

 

１３ 公募に係るスケジュール 

令和７年４月１６日（水）    募集要項等の公開 

         事前届出書類の受付開始 

         質問書の受付開始 

令和７年１２月２６日（金）   事前届出書類の提出期限 

令和８年３月３１日（火）    質問書の提出期限、応募書類の提出期限 

 

応募書類の受理票交付後、随時  一次審査（書類審査） 

二次審査（プレゼンテーション及びヒアリング 

審査） 

            選定結果公表 

※以後、事前協議等を開始することとなりま

す。 

 

１４ その他留意事項 

(1) 事業の遂行にあたっては、土地所有者、近隣住民、その他関係者等とトラブルの

ないよう、運営事業者の責任で関係者等への詳細な説明を行ってください。 

(2) 応募書類等の作成及び提出に係る一切の費用は、届出者又は応募者の負担となり

ます。 

(3) 運営事業者に選定されなかったこと又は「１２ 応募の無効」の規定により応募

が無効とされたことに伴い、届出者又は応募者に生じた一切の損害について、茅ヶ

崎市が責任を負うことはありません。 

 (4) 運営事業者として選定された後でも、施設建設を確約するものではありません。

事業の遂行にあたり、都市計画法、建築基準法、消防法、茅ヶ崎市のまちづくりに

おける手続及び基準等に関する条例、その他関連する法令等を遵守のうえ、各種手

続きについては、運営事業者の責任で行ってください。 

 (5)補助金は、国の地域医療介護総合確保基金を財源とする予定ですが、現時点では

未定であるため、補助がない場合があることも踏まえて資金計画を策定してくださ

い。補助金を活用する場合、令和８年度中に工事が完了し、令和９年度にサービス

開始をすることが条件となります。ただし補助金の交付を確約するものではありま

せん。 

(6) 運営事業者として選定された後の事業譲渡はできません。 

 

 

１５ 事業内容の変更について 



10 

応募に際して市に示した事業計画に変更が生じる場合は、事前にその旨を本市へ書

面にて報告し、承認を得てください。なお、変更については、関係法令等に基づく指

導によるものに限ります。 


